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政策における意思決定過程と文理融合研究
－栃木県における指定廃棄物の最終処分場問題に注目して－
中　村　祐　司　・　倪　　　永　茂
Ⅰ．政策上の難題と文理融合研究
これまで政治学・行政学など社会科学系分野に
おける政策研究においても、当該政策の実施がも
たらした環境の変化（たとえば大気や水質、土壌
に及ぼす影響など）や公共サービスの受け手の反
応（施設建設地の周辺住民の賛成・反対の態度）
など、影響評価の調査やアンケート分析を通じて
数値化した研究が相当程度なされてきた。ところ
が、政策決定の先行き、課題解決の道筋や方向性
が見えない現在進行形で直面するような難題をど
う解決するかについては、政策プロセスをめぐる
後追い的な政策研究では、その寄与する側面は極
めて限られていた。
そこで本研究では、重要な政策上の難題、すな
わち、栃木県内における放射性物質を含む指定廃
棄物の最終処分場問題を事例研究対象とし、政策
における意思決定過程のあり方に注目し、関連の
数値データの捉え方を含めた異分野融合研究の視
点を取り入れつつ、課題解決に向けた意思決定モ
デルを試論的に提示する。栃木県内において上記
最終処分場問題が国、県、市町の間でどう解決さ
れるべきなのかを、これまでの経緯から見出され
る政策課題の解決とコンピュータを活用したリ
ターン・リスク分析とを組み合わせる形で考察す
る。
栃木県における指定廃棄物の最終処分場問題に
ついて、国、県、市町の間での溝が埋まる気配
は一向に見えない（2014 年 5 月 6 日現在）。仮置
き場での指定廃棄物の保管が限界に近づきつつあ
る中で、この問題に関心を持つ研究者を含め、現
段階において関係者の誰一人として解決策を見出
しておらず、いわば意思決定の行き詰まり状況に
陥っている。
この問題は極めて難しい複合的要因を含んでお
り、社会科学的な見地からの考察を継続しつつも、
本研究では情報科学の見地も取り入れた手法を用
いて、問題解決につながる具体的な意思決定過程
のモデルを提示したい。そして思考や判断の際に
コンピュータによる数値データ分析の手法も取り
入れることで、意思決定を支援するための方法論
を今後展開するための契機としたい。
いわば社会科学の文系研究者が、理系研究者の
有する高度な知的処理システムの援用を受け、両
分野の融合を課題解決の強力な切り札として、最
適な合意形成と意思決定を行おうとする点に本研
究の特徴がある。
以下、地元の下野新聞の報道を情報源に、指定
廃棄物の最終処分場問題の経緯を追う。次に、経
緯の把握から浮かび上がるところの、一連の意思
決定における最大の課題を指摘する。そして、解
決に向け加えなければならないと考えられる意思
決定手法を提示した上で、評点を具体的に示し
て、従来の評価手法との均衡を図るための意思決
定過程モデルの大枠を設定する。さらに、このモ
デルを実際に用いて評価点のあり方を実際に提案
する。最後にこうした文脈でのコンピュータを用
いた数値データ分析はどのようにイメージされる
のかを示すことで、今後の文理融合研究の本格的
着手への契機としたい。
Ⅱ．栃木県における最終処分場問題の経緯
東日本大震災後に原発事故による大気中に放出
された放射性物質は、風に乗って広い地域に移動・
拡散し、雨などにより地表や建物、樹木などに降
下した。この放射性物質がごみの焼却灰や下水汚
泥、稲わらやたい肥などに一定濃度を超えて付着・
濃縮したものが指定廃棄物で、国が処理を行う。
しかし、処理体制が整わず、栃木県では、一時的
に保管せざるを得ない状況が続いている。
指定廃棄物とは一定濃度（1㌕当たり 8,000 ベ
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クレル）を超える放射性物質を含み、環境大臣が
指定した廃棄物のことで、これらは放射性物質汚
染対処特措法に基づき、国が処理を行う。栃木県
の場合、保管量は、福島県に次いで多く、1㌕当
たり 8,000 ベクレルを超える廃棄物が約 14,000㌧、
県内各地（約 170 カ所）に分散して保管されてい
る。今後、分散保管されている指定廃棄物を集約
して処理するために、国が処分施設を建設する（一
定期間、仮設焼却炉を併設）。
国によれば、処分施設（敷地は計 2.98㌶必要）
では、二重のコンクリートで遮断し、管理点検廊
を設けるなどの対策を講じ、雨水や地下水などが
処分施設内に侵入することを防ぐ。水が廃棄物に
接触しない構造とすることで放射性物質の漏出を
防止する。放射線の外への影響は約 400 万分の 1
に低減される（覆土 1m の場合）としている 1。
もともとは、2012 年 9 月 3 日に、環境省が県
と矢板市に矢板市塩田の国有林を候補地として提
示したのが始まりである。矢板市民同盟会が立
ち上がったのは同年 9 月 24 日である。環境省は
2013 年 2 月下旬に候補地の提案をいったん取り
下げ、3 月以降、選定をやり直しているが、同市
が再び候補地となる可能性は残っている 2。
県知事は 2013 年 8 月 26 日の定例会見で、処分
場は建設せず現在の仮置き場で安全対策を講じて
保管を続けるという矢板市長の提案に対し、「県
内 1 カ所に集約して処分場を設置した方が合理的
で、長期的にも安全性が確保でき、妥当だ」と主
張した。環境省も翌日の第 3 回市町村長会議で、
県内 1 カ所へ集約する姿勢を崩さなかった 3。
この時点では、候補地選定手順の細部は今後、
各県の市町村長会議で議論を深めることになって
いた。処分場設置を予定する 5 県（宮城県、群馬
県、栃木県、茨城県、千葉県）共通の選定手順の
ほかに、地元の意向を尊重した各県の「ローカル
ルール」を設けるためであった。その際に配慮す
べき地域特性や候補地の提示方法を議論すること
になった。評価綱目の一つとして、指定廃棄物の
保管量が多い市町ほど適地とされるが、議論次第
で事実上、評価項目から外すことも可能とされた 4。
保管量を評価の項目にすべきかについて、市町
に対するアンケート結果では、評価項目とする（8
市町）、評価に一定の配慮必要（7 市町）、意見な
し（6 市町）、評価項目としない（5 市町）であっ
た 5。また、知事は 2013 年 11 月 12 日の定例記者
会見で、処分場候補地として県有地もあり得ると
の考えを初めて示した 6。
同年 12 月 17 日、県主催の第 4 回県指定廃棄物
処理促進副市町長会議の後、会議で環境省が示し
た選定手順「ローカルルール」の栃木県版素案に
は、候補地に県有地を含めること、評価項目のう
ち各市町の指定廃棄物保管量の配点を他の項目に
比べて半減させることが盛り込まれた 7。
表 1 は、栃木県内各市町の指定廃棄物保管量で
ある。
表 1　栃木県内各市町の指定廃棄物保管量（2013
年 12 月現在）
1000㌧以上 宇都宮市、那須塩原市、鹿
沼市、那須町
2.5
100㌧～
1000㌧未満
日光市、矢板市、大田原市、
小山市、佐野市、足利市
2
10㌧～ 100㌧
未満
栃木市、下野市、壬生町、
さくら市、高根沢町、上三
川町、益子町、野木町
1.5
10㌧未満 茂木町、芳賀町、岩舟町、
真岡市、市貝町
1
0㌧ 那須烏山市、塩谷町、那珂
川町
0.5
注：左端は、上下水道などの受水や排出などに応じ、
各市町に割り戻した値。枠内は量の多い順。右端の
点数は評価項目の配点。
資料：2013 年 12 月 18 日付読売新聞「廃棄物保管量
　配点を半減」。
加えて、①生活空間との距離（500㍍以上）に
ついては、4㌖以上あれば 5 点満点、②水源まで
の距離（500㍍以上）については、4㌖以上あれば
5 点満点、③植生自然度（指標が 8 以下）につい
ては、豊かな自然が残っているか、10 段階で測り、
指標が 1 ～ 3 と低ければ 5 点満点、とした 8。
同月 24 日の市町村長会議で、環境省は風評被
害対策や地域振興策に関して国が拠出して当該市
町向け基金を設立すると説明したが、基金の規模
や使途制限など未確定要素が多かった 9。
2014 年 4 月 9 日、環境省は本県を含む候補地
の 5 県に対して風評被害防止や地域振興の費用と
して計 50 億円を交付する方針を県に伝えた。交
付金は今年度予算に組み込まれており、風評被害
を防ぐために、地域の観光資源や産品を PR する
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事業や、処分場周辺の道路建設、集会施設の整備
など幅広い事業が対象となるとした 10。また、知
事は、候補地の選定の際には公表前に地元自治体
に連絡することも求めていたが、環境省が候補地
を示す 6 月頃までに、選定結果の伝達方法を事前
に確認する意向を示した 11。
Ⅲ．単一候補地絞り込み過程での市町関与の必要
性
以上のように、県における指定廃棄物の最終処
分場の立地問題をめぐる経緯を追ってきたが、こ
の間の市町村長会議の対応の変容に注目するなら
ば、いわば「ローカルルール」の適用という形で、
指定廃棄物の保管量に応じた 5 点から 1 点までの
評点を 2.5 点から 0.5 点までに半減させたことが
挙げられる。しかし、その後は「国の責任」とい
う看板に隠れた形で、少なくとも手続上は県内市
町の意思決定過程への関与は後退しているかのよ
うな様相を呈している。すなわち、とくに候補地
の提示方法において、国が一箇所に絞り込む前の
段階（複数候補地の段階）において、複数候補地
から単一候補地に絞り込む過程での市町村長会議
の関与の中身がどの程度のものであるのかが、曖
昧になっている。むしろ、この点を憂慮した県が、
単一候補地の公表前に市町に事前連絡の場を設け
るという緩衝措置的な方針を打ち出している。
もちろん、候補地を複数箇所に絞り込む過程に
市町が関与できる、あるいは少なくとも市町が納
得できるような仕組みがあるかないかは、候補地
選定における重要な過程である。しかし、これま
での環境省の有識者会議での検討や環境省と県を
通じた市町とのやり取りの過程で、市町へのアン
ケート調査結果や市町見解の選定過程への反映は
相当程度なされており、この点については確かに
市町間での捉え方に相違はあるものの、大筋では
国、県、市町の間で合意が形成されているように
思われる。それは、この段階までのデータ化によ
る科学的な選定手法に市町から一定の信認が置か
れていることを示している（科学的データ分析選
定手法への信認）。その意味では、この段階まで
の過程には、市町の総合的選定意思が反映されて
いると捉えることができる。
問題は、まさに県が憂慮したところの、複数箇
所に絞り込んだ時点から先のさらなる単一の絞り
込みへの過程（単一絞り込み過程）にある。単一
絞り込み過程は一箇所選定という大前提の下で
は、選定地となるかならないかという意味で、極
めて重大な局面に位置づけられる。果たしてこう
した局面においてすら、複数候補地選定までの段
階と同じ程度に科学的データ分析選定手法に依存
し続けてよいのであろうか。単一絞り込み過程に
おいてこそ、科学的データ分析選定手法とバラン
スを取る形での総合的選定意思が示される必要が
あるのではないだろうか。各市町の首長にはその
ような意思を提示する責務があるのではないだろ
うか。このまま現状の手続方法で推移してしまう
と、評点にもとづく科学的データ分析選定手法以
外の意思決定の局面がブラックボックス化されて
しまうことになりはしないか。
Ⅳ．総合選定意思決定モデル―データ選定と首長
選定の組み合わせ―
そこで以下、具体的な評点を数字として盛り込
みつつ、単一絞り込み過程における意思決定のあ
り方をシンプルな「総合選定意思決定モデル」と
して提示することとする。このモデルは新聞報道
を情報源としてこれまでの経緯を把握した上での
提示モデルであり、環境省の指定廃棄物処分等有
識者会や栃木県市町村長会議における議事録やそ
こでの配布資料を綿密に検討した上で提示したも
のではない。あくまでも研究着手レベルにおける
試案であり、今後大幅な改善余地が必要とされる
ものである。さらに、研究の考察における一助と
なることを目指したものであり、現実の事象に直
接に当てはめることを目的にしたものではない。
複数候補地選定段階で 3 カ所の候補地に絞られ
たと仮定した場合、県内 2512 の市町の首長のうち、
候補地となった 3 カ所の市町の首長は評点者から
除外する（3 カ所が 3 市町の場合には 22 市町の
首長が評点者となる）。評点者は県内を構成する
市町のトップ責任者として県内全域にとっての総
合的見地から 3 カ所の候補地を対象に優先順位を
付与する（同順位評点や棄権はなしとし、仮に A
地が最優先と判断すれば 3 点を付与し、その次が
B 地であれば 2 点を、その次が C 地であれば 1
点を付与する）。A 地、B 地、C 地について 22 市
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町の首長から付与された評点の合計点を出す（首
長意思選定の点数化。以下 H（head）選定と称す
る）。
A 地、B 地、C 地について、これまでの過程で
合意を得たところの、①集落との距離②水源との
距離③自然の豊かさ④指定廃棄物の保管量、と
いった項目毎の評点の合計点を出す（科学的デー
タ分析選定の点数化。以下 D（data）選定と称す
る）。
表 2 のように、D 選定の点数と H 選定の点数
とを突き合わせた場合の優先順位は以下のいずれ
かのパターンとなる。
表中では、両選定の結果として優先順位が高い
順の記載となっている。一箇所選定であるため、
D 選定でも H 選定でも順位 1 位の土地の場合は
その土地が単一候補地として自動的に確定する。
次に、D 選定と H 選定による順位付けが異なっ
た場合（たとえば表中において D 選定では BAC、
H 選定では ACB となった場合）、D 選定で 1 位の
B は H 選定では 3 位、H 選定で 1 位の A は D 選
定で 2 位となっていることから、A で確定となる。
ここで表中の網掛部分の組み合わせが問題と
なる。たとえば、D 選定では CBA、H 選定では
ABC となった場合には、H 選定で D 選定 1 位の
C が 3 位、H 選定で 1 位の A も D 選定で 3 位で
あるため、確定できない。このような場合には D
選定でも H 選定でも 2 位の B が単一候補地とし
て確定される。ともに中間に位置するからとい
うよりも、D 選定でも H 選定でも結果が 1 位と 3
位あるいは 3 位と 1 位といったように乖離せず、
共通の順位が提示されたことを重視するからであ
る。
それでも単一候補地を確定できないケースが生
じる。それはたとえば、D 選定で CBA、H 選定
で BCA となったような場合である。この場合は、
D 選定で 1 位の C は H 選定で 2 位に、H 選定で
1 位の B も D 選定で 2 位であるので、順位付け
ができない。このような形で 2 者択一が迫られた
場合には、対象の土地の市町を除く首長による投
票で単一候補地を絞り込む。なお、それでも同数
となった場合には、県（知事）がどちらかを選定
することとする。
以上のような意思決定をめぐる独自のローカル
ルールを設定すれば、データ選定と首長選定とが
相互に役割分担機能を発揮しながら、両者の対等
な均衡（バランス）をぎりぎりまで追求した意思
決定過程モデルとなり得るのではないだろうか。
Ⅴ．候補地順位の意思決定をめぐるリターン・リ
スク分析
さらに本節では、意思決定の際に考慮すべきリ
ターン・リスクを分析しながら、候補地順位を絞っ
ていくことを考えてみたい。
国や地域振興基金からの交付金、加えて国や近
隣県への協力や貢献などを意思決定のリターンと
すれば、放射性物質による環境や健康、周辺地域
などへの影響をリスクと捉えることができる。
そうなると、今回の候補地順位の意思決定問題
は不確実型決定問題ともいえよう。不確実型とは
今回の場合、とくにリスクのほうが定量的に決め
られないことによる。仮に将来、リスクを規定す
る各要因のデータが科学的に定まったとしても、
人々の受け止め方を定量的に決めるのは無理であ
ろう。
リターンとリスクとの組み合わせを 2 次元の平
面上で表現するならば、図 1 になる。ただし、x
軸はリターンを、y 軸はリスクを表し、軸の方向
はそれぞれ、リターン、リスクの大きさを示すも
表 2　データ選定と首長選定による候補地順位の決定モデル
H 選定
D 選定
ABC ACB BAC BCA CAB CBA
ABC A A AorB B A AorC
ACB A A A AorB AorC C
BAC AorB A B B BorC B
BCA B AorB B B C BorC
CAB A AorC BorC C C C
CBA AorC C B CorB C C
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のとする。つまり、意思決定のストラテジーとし
ては図 1 のとおり、理論的に 4 パターンが想定さ
れる。しかし、今回の意思決定では下半分の低リ
スクが選好されるのであろう。なぜなら、リター
ンに比べて、リスクの負担が大変高く、最終処分
場問題がいっこう決まらない理由でもあった。リ
ターンはともかく、多くの自治体がリスクを最小
限にしたいからである。
以下では、説明をしやすくするために、リター
ンを R という変数で表現し、R を規定する各要因
を R1, R2, …, Rm とする。また、リスクを S という
変数で表現し、S を規定する各要因を S1, S2, …, Sn 
としておく。
個々の要因からリターン、またはリスクの大き
さを算出するには、最大値・最小値、または平均
値による計算方法などが考えられる。
① 最 大 値、 最 小 値 に よ る 方 法 Rmax = 
MAX(R1, R2, ... , Rm)、Rmin  = MIN(R1,R2, ... , Rm)
Smax = MAX(S1,S2, ... ,Sm)、Smin  = MIN(S1,S2, ... ,Sm)
②平均による方法 RAVG  = (R1+R2+ ... +Rm) /m、
SAVG  = （S1+S2+ ... +Sn） /n
上記 4 節でのべた候補地 A, B, C について、こ
こまでの議論を数値データ的に分析すると、表 3
が得られる。ただ、リターン、リスクを規定する
要因の数や、各要因 R1, R2, R3, S1, S2, S3, S4 の値は
あくまでも便宜的につけたものである。それらの
要因が決められた後、最大・最小・平均の値を算
出して、表 3 の右半分が完成する。
さて、表 3 に示した候補地 A, B, C はそれぞれ、
図 1 のどのパターンであるか、あるいはどのパ
ターンに近いだろうか。
候補地 A はリターンの数値が他の B、C に比
べて大きく、そのかわりに、リスクの値が大きい。
図 1 の高リターン・高リスクというストラテジー
を選ぶなら、候補地 A は最終処分場に該当する
だろう。
対照的に、候補地 C はリターン値が小さく、
リスク値も 3 候補地のなかで最も小さい。つま
り、図 1 に示した低リターン・低リスクのストラ
テジーに従うなら、候補地 C は最も相応しい最
終処分場といえよう。とくに、今回のような放射
性物質の処分地というリスクの大変高い意思決定
問題では、最も現実的な解と思われる。
候補地 B はリターンに関しても、リスクに関
しても候補地 A と C の中間位置にある。そのリ
スクは最大値の 8 で評価するか、それとも平均値
の 4.5 で評価するか、意見の分かれるところでは
あるが、リスクを極端に嫌うのであれば、評価値
は最大値の 8 にすべきだろう。
このように、リターンとリスクについて、科学
的に、あるいは、心理的にそれぞれの要因を定め
て採点し、全要因の最大・最小値、あるいは平均
図 1　意思決定のストラテジー
表 3　候補地のリターン・リスク分析表
候補地
リターンを規
定する各要因
リスクを規定
する各要因
リターン
の最大値
RMAX
リターン
の最小値
RMIN
リターン
の平均値
RAVG
リスクの
最大値
SMAX
リスクの
最小値
SMIN
リスクの
平均値
SAVGR1 R2 R3 S1 S2 S3 S4
A 15 4 9 10 5 3 8 15 4 9.3 10 3 6.5
B 8 5 6 3 5 8 2 8 5 6.3 8 2 4.5
C 3 7 7 1 3 2 4 7 3 5.7 4 1 2.5
リスク
リターン
低リターン・高リスク
低リターン・低リスク
高リターン・高リスク
高リターン・低リスク
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値をもってリターンとリスクを評価したうえで、
低リターン・低リスクというストラテジーに従い、
候補地を絞っていくプロセスがもうひとつの意思
決定モデルと考えてよいだろう。
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Abstract
This paper is to attempt a solution of the problems of the final disposal site for designated waste in Tochigi Pre-
fecture. The problem of radioactive final disposal became serious and difficult issue after the Earthquake Disaster in 
Japan. 25 city and town mayors have keeping distance from the acceptance of the final site because they think the 
designated waste will have a harmful effect on mountains and forests, water, soil, air and circumstances in which lo-
cal residents live.
First, we will grasp the process of this problem from the perspective of social science (public administration): 
governor’s coordinating ability, the Ministry of the Environment’s proposing ability and the art of persuasion etc. 
Second, we will grope for the solution from the perspective of natural science (information science): “Return Risk 
Analysis”. This paper is the first result in the research field of integration of the humanities and sciences.
（2014 年 5 月 30 日受理）
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